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１．はじめに 

近年、わが国の公共交通は人口減少や高齢化、自

動車依存などにより利用者数が減少しており、持続

可能な公共交通の運営のために様々な検討がなされ

ている。高知県においても、利用者数の減少に伴う

公共交通事業継続の危機に直面しており、2012年11

月１日に路面電車の減便が実施され、運行区間によ

って、以前の60~80％程度の運行本数となった。1994

年にも減便が実施されているが、事業者の予想以上

の利用者離れにより採算が取れず１年後に撤回され

ている。また、これまでの交通計画は、PT調査など

のアンケート調査が主であり、減便による電停OD

ペア別の影響を把握することは困難であった。しか

し、2009年にICカード「ですか」が導入されたこと

によって連続的かつ大量のデータ収集が可能となり、

利用者行動から空間的な減便の影響や時系列的変動

を把握できるようになった。さらに、利用者数の増

加・減少という変化をもたらす要因を抽出すること

ができれば、利用者数維持のための施策を講じるこ

とが可能となる。 

 そこで本研究では、ICカードデータを用いて、空

間的・時間的変動の視点から、減便による電停OD

ペア別の利用者数への影響ならびに利用者数を変化

させる要因を把握することを目的とする。 

 

２．既存研究の整理 

 公共交通利用者行動の変動に着目した分析につい

て整理した。高山ら１）は、交通行動の日変動が公共

交通計画に適用可能かを検討し、有用な情報になる

と述べている。井上ら２）は、変動要因をダミー変数

として扱い、時系列が変動する要因について把握し

ている。佐々木ら３）は、ETCカードから交通計画に

資する有益な情報を抽出するため、既存論文２）を参

考に、主にマーケティング分野で用いられている状

態空間モデルを適用することで、交通量の変動特性

を定量的に明らかにしている。高田ら４）は、現象の

時系列的要素、変動的要素を考慮することができる

生存時間分析を援用することで航空路線の撤退要因

を明らかにしている。本研究では、ICカードから得

られる時系列データに状態空間モデルと生存時間分

析を用いることで目的を達成する。 

 

３．IC カード「ですか」 

（１）「ですか」の概要 

 IC カード「ですか」は 2009 年１月 25 日に導入さ

れ、土佐電氣鐵道（株）、土佐電ドリームサービス（株）、

高知県交通（株）、（株）県交北部交通と高知県交通

が運営する路面電車および路線バスで利用可能なカ

ードある。図－１は IC カードデータの形式例である。 

 

図－１ IC データのデータ形式例 

 

（２）対象期間 

 本研究は 2011 年１月１日から 2012 年 12 月 31 日

の２年間の利用者データを用いており、減便した期

間も対象に含まれている。特に 2012 年９月１日から

12 月 31 日の 122 日間のデータは図－１が示すよう

な電停 OD を把握することができる。利用者数の変

動を捉えるためにはある程度の需要が必要となるた

め、122 日間で 1,000 トリップ以上行われた 235 電

停 OD を本研究の分析の対象とした。 

 

４．状態空間モデルによる変動特性の抽出 

（１）状態空間モデルの概要 

 路面電車の利用実態の時系列的な変動を把握する

ため、状態空間モデルによって利用者数の変動特性

利用年月日 カードNo. 乗車時間 乗車停留所 降車時間 降車停留所 券種
2012/9/1 DE1234-5678-XX 6:05 A駅 6:15 D駅 大人記名
2012/9/1 DE1234-5688-XX 6:23 A駅 6:38 E駅 大人無記名
2012/9/1 DE1234-5698-XX 6:52 B駅 7:03 D駅 ナイスエイジ
2012/9/1 DE1234-5608-XX 7:01 C駅 7:22 D駅 小児

2012/9/1 DE1234-5618-XX 19:21 E駅 6:53 A駅 大人無記名
2012/9/1 DE1234-5628-XX 19:52 D駅 20:03 B駅 ナイスエイジ
2012/9/1 DE1234-5638-XX 20:05 D駅 20:26 C駅 小児

・
・

・
・



 

 

を抽出した。時系列データは式(1)に示すように複数

の成分から構成されるとした。 

nnnnn ARDTy            (1) 

トレンド成分は長期的な変動傾向を表現し、式(2)

のように k 階の確率差分方程式として表現すること

ができる。 
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 循環変動成分は一定の周期を繰り返す変動成分で

ある。循環変動成分は式(3)の形式で表現され、qは

期数を表す。 
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 自己回帰（以下、 AR）成分はトレンド成分では

表現できない短期的な周期変動を捉えることが可能

であり、式(4)で表現される。mは ARで考慮される

過去の次数を表す。 
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 本研究ではトレンドの階差 k および AR 成分の次

数mは、AIC 最小基準を参考に、それぞれ１、１に

決定した。 

（２）状態推定結果 

① トレンド成分 

 トレンド成分の推計値を図－２に示す。2011 年と

2012 年の月別比較をすると、１月から８月は 2012

年のトレンド成分の方が高いが、９月以降は 2011

年のトレンド成分の方が高くなっている。この原因

の１つとして 2012 年 11 月に行われた減便が挙げら

れる。また、９月から利用者数が減少した理由とし

て、定期券の更新を機に、路面電車の利便性の観点

から他の交通機関に変更した可能性が推察できる。 

 

図－２ 2011-2012 年のトレンド成分推計値 

② 曜日変動成分 

 曜日変動成分の推計値を図－３に示す。平日は月

曜日の利用者が低く金曜日の利用者が多い傾向にあ

ることが把握できた。月曜日の利用者数が少ない原

因の１つとして、図書館や公民館など公共施設の休

館日であることが考えられる。また、休日の変動成

分は負の値となっている。これは、路面電車が主に

通勤・通学目的で利用されており、自由目的のトリ

ップで利用されていないことが推察できる。 

 

図－３ 2011-2012 年の曜日変動成分推計値 

 

③ AR 成分 

 AR 成分の推計値を図－４に示す。AR 成分の変動

から、曜日変動で考慮されていない祝日における利

用者数の減少、また雨天時の利用者数の増加が表現

されたと解釈でき、特異日変動成分と解釈できる。

これより、曜日以外に雨天や祝日も利用者数を変動

させる要因となることが把握でき、-3,400 から 2,000

トリップ/日の間で変動していることから、雨天や祝

日が利用者数の変化に与える影響は大きいといえる。 

 

図－４ 2011-2012 年の AR 成分推計値 

 

５．利用者数の変化に影響する要因分析 

本研究は、４章の状態空間モデルによって推定さ

れた 235 電停 OD の時系列データの変動特性を、生

存時間分析の説明要因として組み込むことによって、

減便の影響ならびに利用者数の減少要因の把握を行

った。 
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（１）生存時間分析の概要 

 トレンド成分の推計値より、利用者数が維持して

いる期間を求めた。その期間を生存時間と捉え、生

存時間分析を行った。生存時間モデルは式(5)に示さ

れる。なお、生存分析の中で基準ハザード関数の分

布形を仮定しない Coxの比例ハザードモデルを採用

した。 
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 さらに、式(5)より利用者数の減少確率を定義する

と式(6)となる。 

)(1)(_ thtprobExit k           (6) 

本研究での生存時間分析適用の考え方を図－５に

示す。分析対象期間を 2012 年 11 月１日から 12 月

31 日までの利用者数の増加・減少を対象とした。分

析対象期間中、利用者数は何らかの影響を受けなが

ら増加・減少をしていると考えると生存時間分析を

適用できる。トレンド成分から１週間ごとの平均値

を算出し、11 月１週目の平均値を基準値と定め利用

者数の増加・減少を判断した。基準値以上の期間数

を“利用者数維持期間数”と定義する。図－５では、

赤線で示される期間の合計が利用者数維持期間数と

なり、３週間維持したと捉える。 

 

図－５ 生存時間分析の考え方 

 

（２）共変量の設定 

 減便の影響を考慮するために減便前後の運行本数

の差や平均運行本数などを変数として採用した。さ

らに、状態空間モデルより推定された各変動成分の

平均値と変動係数を変数として採用した。これによ

り、利用者数の増加・減少という変化に影響する利

用者数変動を明らかにすることができる。つまり、

利用者数が減少する時の兆候を察知することができ

るため、事業者は利用者数を維持するための戦略的

な経営・運営を行うことが可能となる。共変量とし

て扱った変数一覧を表－１に示す。なお、減便によ

って利用者数が変化すると仮定しているため、運行

本数を表現する変数が有意となるようにAIC最小基

準を参考に組み合わせた。 

 

表－１ 共変量として扱った変数一覧 

 

（３）推定結果 

 生存時間分析の推定結果を表－２に示す。パラメ

ータの符号がマイナスである場合、利用者数の減少

確率が高くなることを意味する。 

 

表－２ パラメータの推定結果 

 

 減便の影響を表す共変量として減便本数が有意に

影響していることが明らかとなった。パラメータは

マイナスとなり、減便本数が多くなるほど利用者数

が減少する確率が高くなる。つまり、減便本数が大

きくなるほど利用者数維持期間数が少なくなるため、

パラメータの大きさは他の共変量と比べ小さい推定

結果ではあるが、対策を行う上で注意しなければな

らない要因であると考えられる。 

 状態変数において利用者数の変化に有意な影響を

与えていた共変量は、平日の曜日変動成分の平均値、

休日の曜日変動成分の平均値、休日の曜日変動成分

の変動係数、特異日事象成分の変動係数であった。

曜日変動成分の平均値のパラメータは共にプラスで

あるため、平均値が大きくなればなるほど利用者の

減少確率が低くなることを表す。 

休日の曜日変動の変動係数であるが、パラメータ

はプラスであるため変動係数が大きくなるほど利用

者数の減少確率が低くなる。状態空間モデルによっ

て推定された休日の曜日変動成分はマイナス値であ

:x

ハザード関数（減少確率） 基準ハザード関数

説明変数の係数 共変量（説明変数）:
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値

分析対象期間

維持

維持 維持

減少 減少
減少

減少

利用者数維持期間数＝ ３週間

全日 【平均値・変動係数】  対象期間すべてを対象
平日 【平均値・変動係数】  対象期間中の平日を対象
休日 【平均値・変動係数】  対象期間中の休日・祝日を対象
全日 【平均値・変動係数】  対象期間すべてを対象
平日 【平均値・変動係数】  対象期間中の平日を対象
休日 【平均値・変動係数】  対象期間中の休日・祝日を対象

【平均値・変動係数】  各電停ODの総利用者数を対象
【平均値・変動係数】  各電停ODで記録されたカードNo.を対象

総利用者数

カードNo.

共変量の候補

状態変数

政策変数

電停OD距離

減便本数
運行本数

運賃

曜日変動成分

特異日変動成分

内容

【減便前の運行本数　－　減便後の運行本数】
【平均値】サービスの高さ　【変動係数】サービスのばらつき
【電停ODの運賃】　【市内運賃ダミー】

各電停ODごとの距離（単位：km）

単位 パラメータ ｔ値 p値 有意水準

減便本数 （本/日） -0.005376 -2.433 0.015 *

運行本数の変動係数 変動係数 6.366 3.27 0.0011 **

平均曜日変動成分（平日） （トリップ/日） 12.85 2.838 0.0045 **
平均曜日変動成分（休日） （トリップ/日） 6.12 2.823 0.0048 **
曜日変動成分（休日） 変動係数 0.3819 3.239 0.0012 **
特異日変動成分 変動係数 0.1887 3.408 0.00065 ***

電停OD

*：0.05　**：0.01　***：0.001

AIC

尤度比

1604.6

0.629

共変量

政策変数

状態変数

サンプル数 235



 

 

り休日の変動係数もマイナス値となるため、変動係

数を大きくするためには、休日の利用者を増加させ

るか利用者数のばらつきを小さくすることが必要だ

といえる。最後に特異日変動成分の変動係数である

が、パラメータがプラスであるため、この共変量に

おいても変動係数が大きくなるほど利用者数の減少

確率が小さくなる。図－４を参考にすると、変動係

数を大きくするためには雨天時の利用者数の増加を

促進させることや、祝日の利用者の増加またはばら

つきを小さくさせるような施策を講じる必要がある。 

 続いて、推定されたモデルを用いて利用者数の減

少確率を算出した結果を図－６に示す。緑色のバー

は市内の電停から乗車した電停ODペア、橙色は減

便によって70％程度の運行本数になった郊外の電

停から乗車した電停ODペア、赤色は減便によって

60％程度の運行本数になった郊外の電停から乗車

した電停ODペアである。   

結果として、市内から乗車するよりも郊外から乗

車する電停ODペアの利用者数の減少確率が低くな

ることがわかった。郊外から乗車した電停ODペア

の方が市内乗車よりも減少確率が低くなった原因の

１つとして、路面電車が郊外の利用者にとって通

勤・通学の手段として機能していると推察できる。 

 

６．おわりに 

 本研究では、状態空間モデルによって路面電車の

利用者数の変動特性を定量的に把握し、その変動と

減便が利用者数の変化に影響を与えていると考え、

生存時間分析を援用することで、減便の影響ならび

に事業者が着目すべき変動を把握することができた。

路面電車利用者の移動について詳細を把握するため

に、さらなるデータ解析や移動目的を把握するため

のアンケート調査などの必要はあるが、本研究で得

られた知見より、「雨天時の利用者促進対策」「既存

の休・祝日のポイント付与サービスの見直し」など

が挙げられる。また、利用者数の減少確率の推定結

果より、市内の減少確率が高く推定されており市内

の利用者を優先して確保する必要があるといえる。 

今後の課題として、競合する路線バスを運営する

事業者の考慮や利用者の乗り継ぎ考慮、個人属性の

考慮、時間単位の変動を考慮可能な状態空間モデル

の拡張などが挙げられる。 
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図－６ 利用者数の減少確率算出結果（減少確率上位・下位 30 電停 OD のみ） 
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前

後
免
町→

舟
戸

大
橋
通→

は
り
ま
や
橋
（東
西
線
）

枡
形→

は
り
ま
や
橋
（東
西
線
）

鹿
児→

大
橋
通

高
知
駅
前→

桟
橋
通
二
丁
目

県
立
美
術
館
通→

グ
ラ
ン
ド
通

鹿
児→

デ
ン
テ
ツ
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
前

舟
戸→

後
免
町

は
り
ま
や
橋
（南
北
線
）→

桟
橋
車
庫
前

枡
形→

文
珠
通

舟
戸→

デ
ン
テ
ツ
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
前

桟
橋
五
丁
目→

は
り
ま
や
橋
（南
北
線
）

高
知
橋→

は
り
ま
や
橋
（南
北
線
）

桟
橋
通
二
丁
目→

高
知
駅
前

高
知
駅
前→

桟
橋
五
丁
目

高
知
駅
前→

梅
の
辻

枡
形→

後
免
町

枡
形→

大
橋
通

デ
ン
テ
ツ
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
前→

上
町
五
丁
目

宝
永
町→

デ
ン
テ
ツ
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
前

高
知
駅
前→

蓮
池
町
通

堀
詰→

は
り
ま
や
橋
（東
西
線
）

上
町
五
丁
目→

大
橋
通

は
り
ま
や
橋
（東
西
線
）→

鴨
部

知
寄
町
二
丁
目→

堀
詰

蛍
橋→

堀
詰

大
橋
通→

上
町
二
丁
目

枡
形→

堀
詰

鏡
川
橋→

堀
詰

堀
詰→

鏡
川
橋

上
町
五
丁
目→

旭
町
三
丁
目

は
り
ま
や
橋
（東
西
線
）→

菜
園
場
町

上
町
二
丁
目→

堀
詰

文
珠
通→

は
り
ま
や
橋
（東
西
線
）

旭
駅
前
通→

堀
詰

大
橋
通→

上
町
五
丁
目

蓮
池
町
通→

高
知
駅
前

は
り
ま
や
橋
（
東
西
線
）→

宝
永
町

宝
永
町→

堀
詰

菜
園
場
町→

堀
詰

堀
詰→

旭
駅
前
通

堀
詰→

上
町
五
丁
目

上
町
二
丁
目→

大
橋
通

堀
詰→

旭
町
三
丁
目

旭
町
一
丁
目→

堀
詰

知
寄
町→

堀
詰

旭
町
三
丁
目→

堀
詰

利
用

者
数

の
減

少
確

率

市内（東西）乗車 市内（南北）乗車

郊外（伊野）乗車郊外（後免）乗車

≈

下位30電停ODペア 上位30電停ODペア


